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社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会 

第３２回合同会議 

平成３０年３月２９日 

 

 

【横井交通環境・エネルギー対策企画官】  それでは、定刻になりましたので、ただい

まから、社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会、第３２

回合同会議を開催させていただきます。 

 委員の皆様方には、大変お忙しいところお集まりいただきまして、まことにありがとう

ございます。 

 まずはじめに、お手元の資料を確認させていただきます。議事次第、座席表、委員名簿

のほか、議題１の「国土交通省環境行動計画の点検について」、こちらは資料１でございま

す。議題２の「国土交通省関係業界の自主的取組の進捗状況について」は、資料２がござ

います。次に議題３の、「エネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律

案について」は、資料３を用意しております。資料に不足等がございましたら、お知らせ

いただきますようお願いいたします。 

 それでは、本日の会議でございますが、社会資本整備審議会環境部会が１９名中１２名、

交通政策審議会交通体系分科会環境部会が１７名中１４名ご出席となっておりますので、

それぞれ定足数を満たしておりますことをご報告いたします。 

 本日はまず、ご新任の委員をご紹介させていただきます。交通政策審議会臨時委員、阿

部幸子委員でございます。 

【阿部委員】  阿部でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【横井交通環境・エネルギー対策企画官】  また、本会議の議事は公開とした上で、議

事録については委員の皆様方にご確認いただいた後、会議資料とともに国土交通省ホーム

ページにおいて公開することとさせていただきますので、あらかじめご了承願います。 

 それでは、議事に先立ちまして、由木総合政策局長よりご挨拶申し上げます。 

【由木総合政策局長】  総合政策局長の由木でございます。委員の皆様方には、年度末

のお忙しい中、この審議会にご参画をいただきましてまことにありがとうございます。 

 昨年の３月に国土交通省行動計画の一部改正をお願いいたしまして、６月にそのフォロ

ーアップの作業をしていただいたところでございます。本日は、この行動計画に示されま
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した２８年度の実績、それから２９年度における取り組みの点検についてご審査を賜れれ

ばということでございます。あわせまして、国土交通省の関係業界の自主的な取り組みに

ついてもご報告をさせていただきますので、ご審査を賜れればと思っております。 

 政府を挙げて、パリ協定におけます温室効果ガスの削減目標を達成するために鋭意取り

組んでいるところでございます。例えば昨年１２月には、水素を新しいエネルギー源とし

て捉えて、水素社会を目指すということを目的といたしました「水素基本戦略」を政府で

策定しております。こういった内容も含めまして、本日、行動計画の取り組み状況につい

て報告をさせていただきますので、忌憚なくご意見を賜りますよう、よろしくお願いいた

します。 

 それから、私ども国土交通省と経済産業省の共管の法律でございます省エネ法につきま

しても、この通常国会に、事業者間の連携の取り組みを促進する観点等についての改正案

を提出させていただいておりますので、その内容についてもご報告を申し上げますので、

そういった点についても、またご意見を賜れればと考えているところでございます。 

 原田部会長をはじめ委員の先生方には引き続きいろいろお世話になりますが、今日もよ

ろしくお願いを申し上げます。 

【横井交通環境・エネルギー対策企画官】  それでは、議事に移らせていただきます。

以降の議事進行について、原田部会長、よろしくお願いいたします。 

【原田部会長】  皆さん、年度末のお忙しいところに、また非常に暖かいときにお集ま

りいただいてありがとうございます。 それでは、早速、私のほうで議事を進めさせてい

ただきたいと思います。まず議題１の国土交通省環境行動計画の点検についてと、議題２

の国土交通省関係業界の自主的取り組みの進捗状況について、事務局より説明をお願いい

たします。 

【佐竹環境政策課長】  事務局の国土交通省環境政策課長の佐竹でございます。よろし

くお願いいたします。恐縮でございますが、座って説明させていただければと思います。 

 それでは皆さん、資料１をおあけいただければと思います。国土交通省の環境行動計画

の点検につきましての関係資料でございます。資料１、おめくりいただき２ページをご確

認いただければと思います。環境行動計画についてのちょっとおさらいということでご確

認いただければと思います。２０１４年から２０２０年を計画期間としている計画でござ

いまして、昨年３月に改定をさせていただいたところでございます。 

内容としては、分野横断的な、広く環境の分野にまたがっておりますが、まず一番左側、
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地球温暖化の関係ということでございまして、この計画、７つの柱がありますが、そのう

ちの３つを占めております。柱の１つ目は、地球温暖化対策の緩和、ＣＯ２削減の関係の

施策。柱の２は、再生可能エネルギーの関係の施策です。柱の３ですが、削減努力をする

わけでありますが、それでも温度が高くなったときの適応策をどう進めていくかというと

ころになります。 

 中ほどの分野Ⅱ柱の４になりますが、特に生物多様性関係の施策ということで、うるお

いあるまちづくりといった形の施策を柱として並べさせていただいております。 

 柱５につきましては、リサイクルの関係でございます。循環型社会の形成に向けた取り

組みの推進といって、リサイクルの推進をさせていただいております。このように、それ

ぞれの分野の横断的な施策としての整理が、柱の６、柱の７に続きます。 

 柱の６ですが、消費者で、賢い環境行動をしていただくといったための普及啓発の活動、

あるいは柱の７で技術力を活かした国際的な環境貢献活動ということを横断的な施策とさ

せていただいております。 

 おめくりいただきまして、３ページ目でございます。今回の環境行動計画の点検ですが、

施策を実施しました各局において自己点検をいたしまして、結果を今回この合同部会にご

報告するということになってございます。もちろん目標値の数字が設定されているものに

ついては、それに基づいた定量的な評価を行うのですが、まだ設定のないところについて

は定性評価を行うということでございます。 

 評価の対象期間ですが、基本的に得られている新しい数字が２０１６（平成２８）年度

ですので、２８年度の実績を中心としまして、２９年度については定性的な記述をさせて

いただいております。ただ、２０１６年度の数字がどうしてもまだこのタイミングで出て

こないというものについては、２０１５年度の数字そのままでという形にさせていただい

ております。なお、特にＣＯ２削減の地球温暖化対策の関係ですが、ここにつきましては

政府全体での地球温暖化対策計画がございまして、今回のこの温対計画の施策の一部が、

この環境行動計画にも盛り込まれておりますので、これを点検していただくことによって、

計画の国交省関係の施策もご確認いただけることになるということでございます。ちなみ

に、資料の１００ページに、該当する国土交通省関係の施策の一覧がございますので、ご

確認いただければと思います。 

 次に、評価のやり方でございます。前回の６月の段階では、「○」、「△」、「－」という形

の３つの種類の段階での評価をさせていただいておりましたが、政府全体の地球温暖化対
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策計画の評価が「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」段階の評価であることを踏まえ、今回、揃えさ

せていただきました。前回との違いは、「Ｂ」の「見込みどおり」を加えたことです。これ

は単年度の実績と計画に示された見込みがほぼ同じような数字である場合に「Ｂ」という

ことでございます。ただ、数量評価をした場合に、ある程度、数字が見込みより上になっ

たり下になったりしますので、結果的に見込み通りの「Ｂ」というのはほとんどない形に

はなっております。また、単年度評価をしようとしたときに、見込み値を示そうとしてい

るわけですが、示せない場合には定性的に記述をするというふうな形で評価をさせていた

だいたところでございます。 

 めくっていただきまして５ページ、総括表になります。評価の数になりますが、５ペー

ジの右下、前回は１４４、今回は１７４という数の評価があり、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」

を割り振ったということになります。前回と比べ、３０ぐらい多くなっておりますが、具

体的な施策の数が増えたということではございません。例えばちょっと９ページをごらん

いただければと思います。都市づくりの中で、低炭素都市づくりの推進ということで、「コ

ンパクト＋ネットワーク」の推進を国交省でやっているわけですが、大きな核となる施策

として、立地適正化計画がございます。この立地適正化計画自身は、右下に書いてありま

すとおり、２０１６年度に数字も出ておりまして、目標を上回っているので「Ａ」評価が

できるのですが、例えば、３大都市圏の中で、利便性の高いエリアに居住している人口割

合ということがございますが、必ずしも国交省の施策の実施後、すぐに効果として発現す

るものではないということで、単年度の見込み値を入れるのはあまり適切ではないという

ことで、今回、なかなか評価できないという形で「Ｄ」にしているところでございます。 

 ６月の段階では、この低炭素都市づくりの推進全体を「－」と一本にしておりましたが、

今回、個別の施策も割り振ろうということで４項目ということになっています。そういっ

たものが他にもいっぱい出てきまして、全体の評価の数が増えているということでござい

ます。ちなみに、９ページにありますように、こういった評価を踏まえて、今後どのよう

な施策を打っていくかということも、それぞれの個表の最後の項目に記載させていただい

ております。 

 さて、５ページ目に戻っていただければと思います。この全体総括での特徴を申し上げ

ますと、柱の１をご確認いただければと思いますが、今回合計でも６４のところ、「Ａ」、

「Ｂ」、着実に進歩しているのが３４、５割を超えるぐらいになります。ほかの柱２から柱

７に比べまして、例えば「Ｃ」や「Ｄ」の数が非常に多いということになります。これは、
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柱１の成果指標であるアウトカム指標が、ＣＯ２削減ということで統一されており、なお

かつ政府全体の温対計画にひもづいているところがありまして、そういった意味で、そも

そもこの行動計画で定量的な指標が非常に多い柱ということでございます。裏を返します

と、柱２から柱７というのはまだまだ定性的なものが多くて、となりますと、それなりの

施策をやっているところを定性的に評価しますと、どうしても「Ａ」か「Ｂ」といった評

価になってしまい、柱１だけ「Ａ」、「Ｂ」が少ないなというように見えてしまうというこ

とでございます。この傾向は、前回と全く同じです。 

 前回と比べまして、柱１で「Ｃ」や「Ｄ」が多いというのは、先ほど説明させていただ

いたような形で細分化したことによりますが、特に「Ｃ」が多いというところのご説明を

させていただきたいと思います。２４ページをごらんください。 

 ２４ページ、大どころの施策になりますが、家庭ですとか業務その他、オフィスの部分

でのＣＯ２排出、オフィスですと国内総排出のおよそ２０％、家庭ですと大体１５％ぐら

いＣＯ２を出しているんですが、そこを削減していくというのが重要になっております。

建物の関係でございますが、２９年４月から、建築物省エネ法というのが本格施行という

ことで、２,０００平米以上の非住宅建物の省エネ基準の適合義務化が施行されています。

数字的には２０１５年の数字ではありますが、そういった関係もございまして、建物の部

分については、その適合基準については目標より増えているということがございますので、

「Ａ」という評価になるのでございますが、住宅の部分についてはまだまだこの部分が頑

張らないといけないというところで、「Ｃ」という評価に現状なります。 

 ２４ページからその次のページをめくっていただきまして、２５ページ、２６ページと

見ていただきますと、住宅の関係、それぞれ住宅・建築物ということで関連した施策が展

開されておりますが、住宅については、やはりまだまだであろうということと、建物につ

いてはむしろしっかり数字的にはやれているといったところがございますので、住宅につ

いては「Ｃ」、建物については「Ａ」という評価になっております。ちなみに、前回はこの

部分はちょっと評価を避けておりまして、空欄という形で評価せずという形になっており

ましたが、今回そういった形で住宅については「Ｃ」になりましたので、「Ｃ」評価の数が

１１ぐらい柱１でもありまして、非常に多くなってしまうということで、５ページの総括

表では今回柱１の「Ｃ」が多く見えるということでございます。 

 そういったことですので、ほぼ内容的には前回の評価とほとんど同じような感じなのか

と考えておりまして、国交省としては、行動計画に基づいて、自己点検の結果ではありま
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すが、それなりにしっかりやっているとご報告させていただければと思っております。 

 個別の施策はどのようなものがあるかということついて、大どころだけご説明させてい

ただければと思います。柱１につきましては、先ほど９ページの部分、低炭素都市づくり

については、先ほどご説明させていただいたとおりです。 

 その次の部分になりますが、１３ページをおあけいただければと思います。物流の関係、

輸送のほうもＣＯ２削減の排出が非常に多い部分でして、全体の２割近くを占めるんです

が、１３ページの左側の部分、１つは次世代自動車の導入を進めていくということと、燃

費を改善していくという話が大きな施策になってきます。ただ、この施策は経産省、国交

省、環境省共同の施策であって、単体の施策ではないということで、トータルで国交省と

して評価を示すというのはよろしくないということで、６月の段階でも横バー、「Ｄ」とい

う評価にさせていただいておりますが、今回も同じような評価ということでございます。

ただ、政府全体として温対計画のほうでは、一応見込みどおり「Ｂ」という評価をいずれ

もさせていただいているところでございます。 

 続いて物流の関係、１９ページまで飛んでいただければと思います。物流の効率化を進

めれば、当然省エネ、ＣＯ２削減につながります。物流の関係につきましては、この昨年

７月に総合物流施策大綱が閣議決定されまして、「総合物流施策推進プログラム」を１月に

つくりまして、これから本格的に進めていくという状況でございます。 

 左側のトラック輸送の効率化の部分ですが、従来より大型化を進めるという形で、トレ

ーラーの保有台数ですとか大型化、大きなトラックの保有台数についての評価と、営業車

両のほうがより効率的な輸送ができるだろうということで、営自率を評価指標にしている

ところでございます。大型化のほうはそれなりに進んでいるということで「Ａ」となりま

すが、営自率というのはなかなか目標値が超えられないということで、「Ｃ」ということで

ございます。自家用トラックの需要が一定程度存在するということが理由になっていると

いうことでございます。 

 右側になりますが、共同輸配送の部分でございます。共同輸配送につきましては、最近

増えているということでございます。この関係で、例えば共同輸配送をしたときに、省エ

ネ法上の定期報告がよりはっきりできるようにということで、先ほど局長からお話させて

いただいた省エネ法の改正を、今国会に提出を予定しておりますので、この関係でそうい

った措置を講じていくということになります。 

 続いて２０ページ、モーダルシフトでございます。モーダルシフトが進めば、海運です
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とか、当然鉄道の貨物数が伸びるということで、左側、海運貨物輸送量を指標とし、超え

ているので「Ａ」ということになります。一方、２０１６年の鉄道貨物輸送量の数字が、

少し下がっているというので「Ｃ」という評価になっております。ただこの場合、鉄道貨

物輸送量は地震の関係、台風災害等の関係で伸び悩んだというところがあるので、そうい

ったところを考慮していく、そういった理由があるということでございます。 

 ＣＯ２削減の関係はあと２４ページ、大どころになりますが、これは先ほどご説明させ

ていただいたとおりで、新築住宅と建物でいうと、住宅がこれからもっと頑張っていかな

きゃいけないということでございます。ただ、いわゆるＺＥＨなんかに相当予算もしっか

り関係省庁と組んでやっていくということを考えているところでございます。 

 続きまして、柱２、再生可能エネルギーのほうに話を進めたいと思います。３５ページ

をおあけいただければと思います。再生可能エネルギーの中で、洋上風力が昨今大きな話

題になっております。国交省といたしましても、平成２８年に港湾法が改正されまして、

占有公募制度が創設されて、関連の指針を策定・公表しているところでございます。その

結果、北九州港や鹿島港が選定されて、これからまさに洋上風力発電が進んでいく環境づ

くりができているということでございます。 

 この関係では、今国会で、港湾区域だけでなく、一般海域での利用ルールを整備すると

いうことで、経産省、内閣府さんと一緒に法案を現在提出させていただいているところで

ございます。 

 めくっていただきまして３９ページ、バイオマスのほうに飛ばさせていただければと思

います。バイオマスの関係で、国交省の大どころとして下水汚泥がございます。下水汚泥

について、まず左側、リサイクルのほうになりますが、リサイクルというのはバイオマス

だけではなくて、例えばセメント化して建設資材とか、肥料にも活用するということにな

ります。２０１５年の数字ではありますが、リサイクル率は目標の目安値より高い実績と

なっておりますが、下水汚泥のエネルギー化率というのは伸び悩んでいるということでご

ざいます。この理由といたしまして、やはり地方公共団体の財政事情が厳しいということ

があります。改修にあわせてやっておりますが、厳しい地方公共団体の財政の中でどうや

って進めていくのか、しっかり予算措置等も講じていくということでございますが、今後

の課題と思っております。 

 続きまして、再エネの関係で、先ほど局長のほうからもお話させていただきましたが、

水素社会実現の関係のお話でございます。４３ページをご確認ください。水素の基本戦略
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というのが、昨年末、２９年１２月に「再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議」にお

いて決定されまして、水素社会の実現に向けた、いわゆるロードマップというものが策定

されました。水素社会の実現には、とにかく大量でより低コストな水素が必要になってく

るということで、液体水素のサプライチェーンをしっかり構築するということで、１つ、

オーストラリアの褐炭から安い水素をつくって、それを日本に持ってくるという構想がご

ざいます。この構想について、国交省といたしましては、液体水素の運搬船の安全基準と

いうものをしっかり構築していかなきゃいけないということで、そういう取り組みを行っ

ているところで、「Ａ」という評価にさせていただいております。 

 続きまして柱の３、温暖化適応策の推進の部分になります。４６ページ、水害に対する

適応策の推進においては、内水・洪水・高潮といったものがございますが、いずれも効果

の発現に時間がかかるということで、今、評価を行うのは、適切ではないと考えておりま

す。特にハザードマップの関係では、ハザードマップをつくってから実際の訓練につなが

るまでに時間がかかるということで、「Ｄ」評価にさせていただいております。 

 一方、４７ページになりますが、土砂災害の部分につきまして、土砂災害警戒区域の指

定ですとか公表というのは従前からやっているということもあり、データがしっかり整っ

ているということで評価ができまして、「Ａ」という評価にさせていただいております。 

 次に、柱４になります。自然共生社会の部分ですが、主な施策としては５２ページ、下

水道整備の部分でございます。汚水処理人口普及率、高度処理実施率というのが目標にな

かなか至っておりません。さらに、生態系ネットワーク形成の推進について、６４ページ

まで飛んでいただければと思います。湿地は多様な生態系を含む場所でございますが、重

要水系における湿地の再生割合という指標でいきますと、十分に目標を超えているという

ことで、「多自然川づくり」が推進できているということでございます。 

 飛びましてリサイクルの関係、７３ページでございます。まず大どころは、建設リサイ

クルでございます。まだ実態の数値が出ていないということで、「Ｄ」という評価もあり得

るのですが、建設発生土の官民有効利用試行マッチングが７件実現しているということと、

この部会の下にあります施策推進の小委員会がございまして、そこで適切な評価をいただ

いておりますので、それを尊重して「Ａ」ということにさせていただいております。 

 ７６ページの部分ですが、リユースの一環として、中古住宅の流通も施策としてござい

ますが、５年に１回の住宅・土地統計調査を待つということで、評価としては「Ｄ」とさ

せていただいております。 
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 ７８ページ、シップ・リサイクルの関係です。インドやバングラディッシュでリサイク

ルが実施されていて、これらの国の環境汚染が国際問題になっているということで、条約

はあるんですが、再資源化や解体の適正な実施に向けた法案を今国会でも提出させていた

だいているというところです。 

 ８０ページ以降、柱６の部分でございます。このあたりにつきましては、教室やコンク

ール、シンポジウム、体験活動等が開催されておりまして、定性的な評価として柱６につ

いては全てが「Ａ」という評価になっております。 

 ９０ページまで飛んでいただきまして、国際的枠組みづくりの部分です。海運、航空、

下水、水害、それぞれの分野におきまして、国際的な枠組みづくりへの参加をしており、

「Ａ」評価となっているところでございます。 

 以上、ちょっと急ぎ足になりますが、長くなってしまいましたが、資料１の説明を一旦

終わらせていただければと思います。 

【横井交通環境・エネルギー対策企画官】  それでは、資料２のほうをごらんください。

国土交通省関係業界における低炭素社会実行計画の進捗状況についてお示しした資料でご

ざいます。産業界における地球温暖化対策については、低炭素社会実行計画を中心に、自

主的取り組みが行われているところです。地球温暖化対策計画に基づいて、ここに取り組

み状況をご説明させていただきます。 

 資料をおめくりいただきまして、当官庁所管の業種ですと３０業種ございまして、その

進捗状況が２ページのところにございます。ごらんいただけますように、２０２０年度及

び２０３０年度の目標値全て設定していただいた状態になりました。そのうち、２０１６

年度の進捗状況につきましては、２８業種のうち１１業種が２０２０年度目標を上回る、

あるいは同水準、１５業種については前年に比べて上回るか同水準になっております。２

業種においては、業務量の増加等によって基準年度を上回る結果となってございます。な

お、残り２業種については、データ集計方法等の見直しにより実績把握がまだちょっとで

きておりませんので、状況確認は未実施でございます。 

 各部門とも、使用エネルギーの削減及び環境負荷低減の取り組みを進めております。産

業部門、業務部門の業種では、省エネ機器の導入や運用効率の改善を進めているところで

ございます。また、低炭素・省エネ型の製品、サービスを提供することで、使用段階にお

ける環境負荷低減にも取り組んでおります。運輸部門の業種では、低公害車や省エネ車両

の導入、エコドライブ、アイドリングストップを進めています。また、サービスや利便性
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の向上、公共交通機関利用の積極的な提案を通じて、運輸部門全体の環境負荷低減も取り

組んでおります。 

 以上、ご説明を終わります。 

【原田部会長】  それでは、まず、議題１及び議題２につきまして、皆様からご意見、

ご質問をお願いします。ご発言なさる場合は、名札を立てていただきますようにお願いし

ます。いかがでしょうか。石田委員。 

【石田委員】  ありがとうございます。短い中で効率的に説明をしていただきました。

２点ございまして、５ページの評価の結果概要に関してなんですが、これだけ見ていると、

よく頑張っているねという数字でまことに結構なことなんですけれども、これ、他省庁と

のコミュニケーションがどうなっているかということにも関係するんですけれども、２月

２８日に地球温暖化問題の政府全体の検討小委員会が開催されまして、そこで経産省がつ

くられた資料なんで、だからこそ他省庁とのコミュニケーションどうなっているかという

ことになってくるんですけれども、それで見ますと、２０３０年目標に対して、今までの

進捗割合で、例えば産業セクターは７０％達成してますと。それに対して、運輸セクター

の民生化系も非常に低いと。２割とか３割ぐらいという、そういう数値が出ておりました

けれども、その辺の関係がどうなっているんだろうか、ということが１点目でございます。 

 ２点目は、ちょっと個別のお話になるんですけれども、この会議自体は行動計画の点検

なので、ちょっと言い過ぎかもしれないですけれども、最近、例えば交通の分野ではＭａ

ａＳ（モビリティー・アズ・ア・サービス）ということを積極的に導入しようとか、その

先駆けとしての低速型モビリティーの自動運転の社会実証化とか、あるいは適応策に関し

ていうと、水局でやられている、中小河川に水位計をちゃんと配備しましょうと。今年度

の補正予算で１万カ所ぐらい配備されて、随分適応策がやりやすくなるような、そんなふ

うなソフトも導入されていると。そういう一生懸命やっておられることが、私、たまたま

知っているのがその２つだけですけれども、ほかにもいっぱいあると思うんですね。 

 そういうことに対して、この中にどういうふうな形で盛り込んでいくのか。いいことは

どんどんどんどん宣伝したほうがいいと思うんですね。そういうことについての体制につ

いて、ちょっと教えていただければと思います。以上２点です。 

【原田部会長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。家田先生。 

【家田委員】  どうもありがとうございます。ちょっと途中退席、するのでちょっと早

目に。全部目が通しきれていない状態だから、思いつき的な話なんですけれども、細かい
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話２点と、もうちょっと大きい面から見てというのを１点申し上げます。 

 細かい点でいくと、これなんかどうなっていくのかなと思うんだけどね。１４ページで

すかね。これ、一例で言うだけですから、特に高速道路に文句つけろという意味じゃない

んですけれども、これを見ると、高速道路利用率の対策評価指標が左側にあって、今、１

６なり１８なりこういう数字であって、目標値が１８なんだよね。これがどう見るかなん

ですけれども、まあ、こうやって見てみると、あまりにも低かったなという、目標がね。

ちょっと志が低過ぎると言わざるを得ない。というか、だからこそチェックして、リバイ

ズすればいいんでね、こういうところを変えていくということだと思うんですよ。特に１

万４,０００キロ計画のうちの１万キロぐらいが代替できて、その３割が暫定２車線で使い

ものにならんなと。グレードアップして、せめて４車線ぐらいにしないと使えないところ

がいっぱいあるねと。そういう意味で、ある種リバイズしたい。それから同時にまた、復

興の高速道路もそうですけれども、災害の関係で、もうちょっと強化したほうがいいとこ

ろもある。 

 そういう意味で、高速道路、しばらく前のように、もうこれ以上何も要らないんだとい

う感じじゃなくなってきたんでね。そうすると、そういうこととも相まって見ると、もう

ちょっと利用率高める努力が要るじゃないですかと。特に料金政策についてもいろいろな

手を打ちつつあるんですね。そういうようなところを見ていくと、やっぱり１８％はもう

ちょっと考えたほうがいいんじゃないかな。せめて長期的に３０とかというようなところ

を詳細に見ていくと、ああ、達成してよかったねという面よりは、もうちょっと次の目標

を早目に立てたほうがいいなというのの一例で申し上げました。 

 それから２点目は、同じく細かい話で一例にすぎないんですけれども、１９ページの物

流のところで、トラック輸送の効率化というふうに書いてあるんですけれども、共同化の

ほうはこれでいいとして、左側のトラック輸送の効率化のほうで、最終的なアウトカムみ

たいなものが排出削減量の見込みと実績というか、要するに目標ですよね、緑のほうはね。

下が実績と。そうすると、こっちのほうはまだ届いてないねということなんだけれども、

その下の段で、対策評価の目標として挙げているものが、まず左側のがわりと大きい車の

保有台数、それから次が、トレーラーの保有台数と、こっちは目標に達しているわけです

よね。その下の営業と自営の自家用の率も目標に達しているでしょう。そうすると、仮に

一番上が一番見なきゃいけないものだとすると、対策評価指標というのは、一番上の一番

見たいところの適切な指標になっていないんじゃないかという感じもしますよね。ちょっ
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とぱっと見ているだけだから、私の勘違いかもしれないんですが。そういう意味で、適切

な指標なのかというところのチェックも、これは一例にすぎないんですけれども、やるべ

きことだなというのが２点目です。 

 最後もう一つなんですけれども、もちろん２６年につくって２９年に一部改定で、今走

っているんですからね、とにかくつくることが非常に重要だったし、それをこうやってフ

ォローアップするのも次に大事でいいんだけれども、こうなってくると、今さっき挙げた

ように、ああ、達成できそうだな、ちょっと難しいかな、そういうのが見えてくるとする

と、次にやるべきことは、この我々がつくっている目標なり次のビジョンというのが、国

際的なポジションからするとどうなのかというところになるんですよね。それが原発に限

りませんけど、いろんな面で非常にアンビシャスなことを考え、やっている国もある。そ

れが正しいかどうかは別ですよ。それからまた、中国なんかの動きも随分様子変わってき

ましたよね、この２年ぐらいで。そうすると、我々のつくったものというのが、今までは

しようがないけど、これからは今見るべきは、ポジションとしてどのぐらいの位置にある

のかと。というのは、これは当然ですけれども、環境のビジネスにも引っかかってくるわ

けだし、しかもそれはインフラの海外展開にも引っかかってくるから、これは単にほわっ

と、環境にいいことはいいよね、うれしいよね、そういうたぐいじゃなくて、我々のこの

国の経済戦略の一部でもあると考えると、ぜひポジションのチェックというのを、次のミ

ッションの１つにしてもいいんじゃないかなというふうに思います。以上でございます。 

【原田部会長】  ありがとうございました。 

【渡部委員】  大変ご苦労さまです。５ページの表を中心に申し上げたいと思います。

事前にご説明いただいたときにもちょっと申し上げたんですけれども、この表の数字だけ

が出てしまったときに、どうしてもやっぱり柱１がうまく進んでいないんじゃないかと見

えがちですので、ご説明のほうには十分それがありましたけれども、定量指標が多いもの

がどうしても辛口の評価になりがちであるというのが、もうちょっとわかるほうがいいか

なというふうに思いました。 

 例えば、合計の施策数のうち、定量指標がどれぐらいあるかという内数を一番右端に挙

げておくだけでも違いますし、注釈のところに口頭でご説明のあったような、定量指標が

あるものと、定性的な指標しかないものでは評価の基準が若干違うということを書き込ん

でおいたほうがいいのではないかと思いました。 

 逆説的なんですけれども、柱１の緩和策に「Ｃ」が結構多いというのは、点検としては
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ある意味健全だと思うんですけれども、一定数これが今後残ってしまった場合には、それ

こそ次の施策をどう修正すべきか、あるいは先ほどご意見がありましたように、目標値そ

のものの見直しを低減する必要があるかといったような分析が重要になってくると思いま

す。前にも議論があったと思うんですが、あまり批判をおそれて自己評価を甘くすると、

こういう表って形骸化してしまいますので、「Ｃ」評価があること事態は決してマイナスで

はないというふうに私は思います。 

 一方で「Ｄ」評価というのは、やっぱり２０２０年度までには減らしていかないといけ

ない項目だろうと思います。例えば、絶対数としては少ないんですが、適応策の柱３とい

うのが、全体のうち４割近く評価が現時点ではできていないということですが、これは例

えば、気候変動適応法がこれから動いたときに、どの程度データが集計可能になって、評

価できるようになるのかという見通しであったり、あるいは、その見通しが立たない場合

には、４６ページのところがこれに対応するものだと思うんですけれども、そのハザード

マップが作成された後に、訓練まで実施するかどうかということを目標値にするのか、あ

るいは、ハザードマップそのものが、どれだけ自治体なり一般に認知されて流通していっ

たかとか、その評価の目標そのものの設定を見直す必要もあるのではないかなと思いまし

た。以上です。 

【原田部会長】  じゃ、３人いただきましたので、まずここで一旦切ります。 

【佐竹環境政策課長】  先生方、どうもありがとうございました。まず、石田先生から

いただいたご意見、政府全体のＣＯ２削減の割合の中でということでございます。ご指摘

のとおり、産業部門向上というのが従来からずっとＣＯ２削減を進めてきていて、かなり

減ってきているということは事実でございます。運輸部門ですと、全体のＣＯ２削減の大

体２割ぐらいを占めておりまして、ここをもっと下げていかないといけないということで

す。この部分につきましては、ただ、１つは自動車の燃費ですとか、新しい次世代自動車

を入れていくということもございますが、その他、例えば荷主さんのいろんな行動もいろ

いろ変えていかなきゃいけないということもございまして、まさに経産省さんと一緒にな

りまして、今回の省エネ法改正につなげていくというところで考えております。 

 あと、いわゆるオフィス部門ですとか家庭部門というのがなかなか大きな割合を占めて

おり、そこについても先ほどの建築物省エネ法の枠の中でしっかり頑張ってまいります。 

 さらに、家田先生から、まさに高速道路のあたりの目標値を、適切かどうかというのを

細かく見ていくべきというご指摘につきましては、まさしくそういう観点で昨年の３月に、
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かなり修正させていただいたところでございますが、やはりご指摘のとおりでありまして、

既に達成しているというのだったら目標が問題ということもございますし、アウトカムで

あるＣＯ２削減、今、評価として「Ａ」でありながら、実際の成果指標としては全然うま

くいっていないじゃないかということもございます。どうしても、いろいろと課題がある

中で、その当時の指標というものを考えてやっていかざるを得ないわけでございますが、

いわゆるアウトプット指標をもう少しいろいろな形で工夫をしていくべきではないかとい

うご指摘だとは思いますので、そのあたりを考えていく必要があると思います。 

 また、国際的なポジションの関係も含めてどうなのかということで、関係するところを

申し上げますと、パリ協定に関連して、例えば我が国では２０５０年に８０％削減という

目標があるわけですが、各国で目標達成に向けた長期戦略をつくることが求められており

ます。これについては、政府全体の長期戦略の作業が、年度明け４月以降始まっていくと

いうことを私ども聞いておりますので、そういった長期的なＣＯ２削減の日本の国のあり

方、こういった議論を見ながら、国交省としてどうしていくのかということを考えていく

必要があると認識しております。 

 渡部先生のほうから、全体の総括表のところでの、もうちょっと皆さんにわかるような

注釈のつけ方のやり方、工夫ですとか、また家田先生や石田先生からも指標の見直しにつ

いてのご指摘もございましたので、そこについては、また次の課題として考えさせていた

だきたく思います。 

【家田委員】  １点だけ。国際的相場というのは、環境的なアウトカムについての国際

的相場と、それから、達成の速度に関するやつが１つなんですけれども、もう一つさっき

言い忘れたのは、高速道路の利用率なんかも、今、１８％といっているけど、国際的相場

は３０％から３５％ですよね。とすると、そこで既に負けているというんじゃ、競争にな

らないよね。もうちょっとそこのところの感覚が要るんじゃないか。そういうところも見

ていただきたいです。 

【佐竹環境政策課長】  わかりました。ご指摘ありがとうございます。 

【原田部会長】  よろしくお願いします。説明はもうちょっと簡潔に。 

 崎田委員、お願いします。 

【崎田委員】  どうもありがとうございます。非常に細かく評価をしていただいてあり

がたいんですが、私もこれをどういうふうに見たらいいかということで、５ページの全体

の結果概要というのを見させていただきました。それで、柱１のところは定量的な指標が
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多かったから、こういう数字が特徴的に出たというお話もありましたが、やはりそういう

ものに関してきちんと見ていくことも大事だと思いました。それで、特に想定よりも進捗

しなかった「Ｃ」指標のものが気になったんですけれども、例えば「Ｃ」指標になったも

ので、それぞれの項目で今後の対策というのは書いてありますけれども、それが粛々、着々

と進めればしっかり進むのか、それとも課題があるのかという、何かその辺の見きわめが

あまり明確にわからなかったかなという感じもいたしますので、その辺がもう少しわかる

といいのではないかという気がしました。 

 特に私は、暮らしの視点から言うと、２５ページから２９ページぐらいまでの個人住宅

のところが、やはり「Ｃ」がずらっと並んでいるというのが大変気になります。家庭の省

エネとかＣＯ２削減、あるいは地域の中小事業者さんの削減とか、そういうことも考えれ

ば、この本体のところがしっかりと省エネ性能がよくなっていく、断熱性能がよくなって

いくというのが大変重要だと思いますので、ここのあたりがしっかりと進むということを

強調して取り組んでいただければ、いわゆるＰＤＣＡの対策をしっかりとっていただけれ

ばありがたいなと思いました。 

 そういうことをつないで考えれば、後半の柱６のあたりに、普及啓発というか、いわゆ

る市民を巻き込んでどういうふうに取り組むかというあたりが柱６にありますけれども、

この辺のところを今、環境省だとＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ国民運動という言い方でやってい

て、あれもなかなか広まらないということで、非常に強くいろいろな方から意見も出てい

ますけれども、ぜひそういう全省庁でうまく社会の意識にちゃんと定着させて、システム

として定着させていくという、そういうところの大事さをもう１回強く取り組んでいただ

ければありがたいなと思いました。そういうところのためには、自治体がいろいろな計画

づくりに反映するとか、そういうことも大事なのかというふうにも思いました。 

 あと簡単に２点だけ別のことを申し上げたいんですが、水素のことが大変強く今回出て

います。私は水素の資源エネルギー庁のロードマップづくりの委員会とか東京都の委員会、

あるいは最近山梨県が頑張って水素の計画をつくりましたけれども、そういうものにも市

民の目線で参加させていただきましたけれども、そこで強く感じたことが２つあります。 

 １つは、自動車であったり、発電であったり、今後の再生可能エネルギーを活用したＣ

Ｏ２フリー水素とかいろいろ流れの中で、大きく市民生活に関係してくることが増えてく

るんですが、水素が増えると私たちの暮らしにどう変化が起こるのかとか、どういう影響

があるのかということがなかなか伝わりづらい分野ではあると思うんで、できるだけきち
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んとそういう情報をたくさん出しながら、社会を巻き込みながら技術開発をしていただき

たいというふうに強く思います。よろしくお願いします。 

 あと最後に１点、最後にお話しした各業界の進捗状況というところなんですけれども、

例えば拝見して、どこか非常に課題がある業界があるのかどうかというあたりがなかなか

見えにくいんですが、例えば産業部門の一番最初の日本造船工業会さんのところあたりは、

非常にＣＯ２排出量が多いんですね。実はこの業界にお話を伺う機会が最近あったんです

けれども、そこでは非常にＣＯ２が出てしまうような注文の船が非常に増えて、ここのと

ころ非常になかなかそういう対策がしづらいものもあった、いろいろな状況も伺いました。

何かそういうようなプラスアルファの情報があってもありがたかったかなとも思います。 

 あと、こういう業界の中で、外航船の船舶とか航空機などの業界は、いわゆる国際的な

取り組みの中で、各国の計算の中には入っていないわけですけれども、こういう外航船舶

とか航空機などがどういう状況で、どういうふうな取り組みをしているのかというような

ことも、今、世界的な業界では、それぞれ業界では大変強く課題視され始めてきて、取り

組みも進みつつあるというふうに感じていますので、そういうことも共有できるような機

会があるのもいいのではないかと思います。どうぞよろしくお願いします。 

【原田部会長】  ありがとうございました。中村委員、お願いします。 

【中村委員】  ありがとうございます。簡単に。３５ページにあるんですけれども、前

もここでたしか発言させていただいたと思うんですが、エネルギーの問題と自然共生の問

題というのは、必ずしも全てＷｉｎ・Ｗｉｎになるわけではなくて、洋上発電についても

環境のことを考えずにたくさん建ててしまうと、バードストライクの問題が起こると思い

ます。北海道は洋上だけではなくて、多くの風力発電が計画されており、また建設されつ

つあります。実際、事実バードストライクの問題はたくさん言われていて、オオジロワシ

やオオワシが既にバードストライクに遭っているということで、イギリスなんかでは、そ

ういった場所を避けた形での風力発電をきちんと実施しています。ぜひここで審査基準的

なことが書いてありますが、個別にはそういったことが議論されているとは思うんですけ

れども、こういった基数だけの問題で扱われると、今言ったようなトレードオフの部分が

見逃されるのかなと思います。そこをしっかりやっていただきたいなと思いました。 

 それから、６４ページの、私も多自然川づくりのレビュー委員会に入っていたんですけ

れども、この意味がちょっとわからなくて。重要な水系における湿地再生の割合と書いて

あるんですけれども、１００％というのがどういう形で設定されていて、その割合が示さ
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れているのかを教えていただければと思います。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。竹内委員、お願いします。 

【竹内委員】  ご説明ありがとうございました。大部なものを簡潔にお話しいただいた

ところですが、大部であるからこそ、なかなか全てに目を通すことが難しいために、５ペ

ージの表が大事になると思うわけです。これを拝見していて思うのは、この表がいわゆる

静態的な表現であって、動態的にはなかなか見えてこないところがこの表の難しいところ

だと思います。１つは、質問になるんですけれども、たとえばかつては「Ａ」、「Ｂ」だっ

たものが「Ｃ」ランクに落ちちゃったものがあったり、その一方で頑張って「Ｃ」ランク

のものが今度「Ａ」や「Ｂ」になった、そういうようなものが何件あるのか。これは１つ

の例ですけれども、そういうものがわかるような表にしていただければいいなと思います。 

 それから同様に、とりわけパーセント表示の場合に問題になることが多く、これはいつ

もこういう会議でお話ししているんですけれども、パーセント表示の場合には、分母が変

わってしまうと、一生懸命頑張っていてもパーセント落ちちゃって全然進捗していないと

いう見られ方をする場合があります。それではちょっと癪なところもあるので、「頑張って

いるんです。これは私の責任じゃありません。」というようなこともわかるような評価の仕

方がないでしょうか。要するに言いたいことは、もう少しここの表には、先ほどのご指摘

でご回答ありましたけれども、工夫をされる余地があるんじゃないかということです。も

しもわかるようなら教えてください。 

 それから、あとは細かな、あまり本質的ではないテクニカルなお話です。あちこちで見

られるんですけれども、例えば先ほどご説明いただいた、１３ページの右の下に「Ｄ」が

２個並んでいるところで、左右に小さなグラフが並んでいて、このグラフの左側というの

は、１つの大きな目標に対して、多分線形の形で線を引っ張って、そして目安値というの

を置いているようですけれども、同じような形で考えられる右側のほうにおいては、線を

引いた毎年ごとの目安値がありません。この違いですね。同じやり方をしているように見

えて目安値があったりなかったりするので何の基準でこれが分かれているのか、というと

ころを知りたいと思いました。 

 だんだん小さい話になってきますけれども、９ページをお話しいただいたところで、こ

れも表の見方の問題で、実績は白丸で黒い実線で、あと緑が目標値なんですけれども、９

ページの上の３つのグラフは青い丸になって、これ、緑の丸なのかな。これ、緑の丸か青

の丸かわからないので、これをどういうふうに読めばいいのですかというお尋ねです。小
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さな話ですけれども。以上３点です。 

【原田部会長】  朝日委員、お願いします。 

【朝日委員】ご説明ありがとうございました。私のほうで思ったことは、評価の枠組みの

お話で、今までもご指摘が幾つかあったことに重なることもあります。まず「Ａ」、「Ｂ」、

「Ｃ」、「Ｄ」で評価を示していただいていて、その中身の「Ｃ」と「Ｄ」とを見ていて感

じたことなんですが。まずこの評価の位置づけなんですけれども、抜本的な施策の改善を

するというよりは、モニタリングをして計画の進捗を確認する段階というふうに理解して

います。その段階の評価というと、そこで説明責任とともに、どれだけの情報がとれるか、

それから示せるかということが問題になってくるかと思うんですけれども、そういう観点

で見てみると、例えば「Ｃ」はとても情報量が多いというふうに感じます。何で達成され

なかったかということがよくわかると。 

 それに対して、問題なのは「Ｄ」のほうで、「Ｄ」は達成されていない、評価不可能とい

うことなんですが、その中身を見てみると、共管だからとか、時期尚早だからというよう

なこともよく含まれていまして、施策として進捗しているんじゃないかというふうに解釈

もできるように思うんですね。ただ、評価という形で示すのはどうかと思います。ほかの

施策と比較したときに、そんなに違いがあるのかという理由がよくわからない。その示し

方が、すごくコンサバに見過ぎているものと、アウトプットで見て、きちんと進捗してい

ると見ているものが混在してしまっているというところで、情報を示すという目的に、「Ｄ」

のカテゴリーはかなっていないものが多いんじゃないかなと思いました。 

 全体の枠組みが「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」というふうに、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」までは進捗、

それから「Ｄ」がその他というものになっているんですが、基本的には予測ベースの評価

にのっとっているわけです。評価の枠組み自体は、基本的にはこうやって予測をしていく

こと自体は非常に大事なことかと思うんですけれども、この環境分野に限らないんですが、

将来にいろいろわからないことが多いというようなことが多いような段階では、予測ベー

スの評価の位置づけというものが変わってきているようなところがあります。例えば費用

便益だとか需要予測のようなものも、需要予測があって、それが正しいとしてという話で

進んでいたものが、近年はそれを前提にせずに、予測ベースからの外れ方というところに

活路を見出すといいますか、そこの活用についても重視されている流れにあるかと思うん

ですね。そのような意味で、外れ方の部分をより示していただいたほうが、評価としての

役割をきちんと果たせるんじゃないかというふうに思います。 
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 例えば、何度も出ていますけれども、５ページ、６ページを見て、進捗がこうでしたと

いうことが見える。それから６ページで、こういうふうに施策が進んでいますというとこ

ろしか表向きは見えないわけですよね。その中で情報をきちんと次にどうつなげていくか

というと、やはり「Ｄ」の中身、「Ｃ」はもちろんなんですが、「Ｄ」の中身のもうちょっ

と詳細なわかりやすい示し方というのがあるといいなと感じました。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。かなり共通する指摘もあったと思いますけ

れども、ご質問を中心にご回答いただければと思います。 

【佐竹環境政策課長】  各委員からいろいろご意見をいただきました。特に一番共通し

ている意見の中で、「Ｄ」の部分について、どのように中身を検討していくのか。これは朝

日先生からもそうですし、竹内先生からもそうだったと思うんですが、中身をもうちょっ

ときちんと分析してわかりやすくして、まず皆様にお届けしていくということと、そこを

極力「Ｄ」を減らしていくということを、これからの課題として捉え、しっかりやってい

きたいと思っています。 

 あと、中村先生からご質問がありました、１つ湿地再生の割合については、申しわけご

ざいません、ちょっと今、手元にございませんので、後ほどご回答させていただければと

思っています。 

 また、中村先生のほうから、審査基準的なものに気をつけるようにというお話もござい

ましたけれども、洋上風力の関係でございますが、これはまた環境アセスの関係で別途あ

るということだけは申し添えさせていただければと思います。すみません、ちょっと雑駁

ですけれども。 

【原田部会長】  竹内先生からも質問がありましたけれども、変化の量とかそういうの

は後でまたよろしいですかね。 

【佐竹環境政策課長】  すみません、そうですね。数値的なものは、後で個別にお話し

させていただければと思います。申しわけございません。 

【原田部会長】  じゃ、木場委員、お願いします。 

【木場委員】  ありがとうございます。木場でございます。２つあります。１つは、ほ

んとうに家田先生と全く同じ箇所でございましたけれども、高速道路の分担率というらし

いですが、そちらの割合の件で、これから平成３０年代に次々に首都圏に関しましても、

全線が開通していくということが見込まれているということは、ある程度放っておいても、

自然に増えていくことは見込まれているので、ここは私も欧米並みに３０％ぐらいの数字
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を置いたほうがいいのではないかと思っておりました。ここは全く同じ意見でございます。 

 ２点目は、８４ページの広報・教育のところについて１つ申し上げたいと思います。８

４ページの実績につきまして、２８年度も２９年度も、回数でいいますと大変多くさまざ

まな種類の講演が、８回、４６回、１３８回ってあるんですが、この中身に関してなんで

すね。省庁連携という言葉をよく聞きますが、例えば、私、今年度でいいますと環境省さ

んとか経済産業省さんに一般の方向けの講演をご依頼いただいてやらせていただきました。

それで、これらの講演についてほかの省庁との情報の共有があるのか問う点について一言。

つまり同じ場所に何回も行っても仕方なくて、これは国民向けということであれば、さま

ざまな隅々のところまで行った１３８回でないとあまり意味がないなという気がいたしま

すし、あと私がご依頼いただいたのもいずれも大都市ばかりで、大都市にはたくさん来る

けれども、そうではない市町村にはあまり行かないというような、そういうばらつきがあ

るようですと、、回数だけでは評価できないなという気がしております。ですので、ほかの

省庁含めて、このテーマに関しては、今年度、省庁全体として３００カ所行ったよとか、

３年間で全国の市町村全部網羅しましたとか、そういうふうな浸透度の部分も含めて評価

していったほうがいいのではないかと、そういうふうに感じた次第でございます。 

 あとは講演会というのは、限られた人しか聞けませんので、もう少し一般向けにアプリ

なんかも含めて、環境や防災、気象に関して興味を持つようなものを、これも国交省さん

だけということではなくて、また省庁連携で構わないのですが、皆さんに行き届くという

視点での広報・教育というのを、もう少し次の段階で考えていただきたいと感じました。

以上でございます。 

【原田部会長】  ありがとうございます。高木委員、お願いします。 

【高木委員】  どうもありがとうございました。高木でございます。３点ございます。

もう既にほかの委員の方から出たご意見と被るところもございますけれども、私のよくわ

かるところを例にして、ほかにも共通するところがあるかと思いますので、発言させてい

ただきます。 

 まず最初に、３５ページの洋上風力の件ですが、これは私も非常に国交省さんのご活躍

に感謝していまして、今まで難しかったところの一般海域の占用というところの道をひら

いていただきまして、感謝しております。ただ、今回の評価では、経産省さんと、電気事

業法等いろいろ調整したということでございますが、実際には環境アセスとか、今の海域、

占用が許可された海域では発生していないと聞いておりますけれども、漁業との関連とか、
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水産庁さんとの調整が必要になってくるケースも考えられると思います。そういうのを今

後どういうふうに評価していくかということで、１つは他の省庁との連携をどういうふう

に進めているかというところが非常に重要になってくるんだと思いますけれども、先ほど

からのお話を聞いていると、他の省庁との連携については、今のところあまり評価基準を

考えておられないようなところもございますので、ここの例だけじゃなくて、ほかも含め

てそういうところをぜひ進めていただきたいということです。 

 それからあと２つ、だんだん話が小さくなりますけれども、まず２０ページですね、モ

ーダルシフトの件です。これもＣＯ２削減する上で非常に重要な取り組みだと思います。

このモーダルシフトのほうの２０ページのお話と、その次の２２ページのところにありま

す省エネ船舶の話は非常にかかわりの深い話だと思うんですが、少し詳しく専門的になり

ますけれども、モーダルシフトに資する船舶の大型化が進んだことによりというふうなこ

とが２０ページに書いてあるんですが、一方では、航海距離が前年度より増加したので悪

くなったということが２２ページのほうに書いてあって、分けて考えればそういうことな

のかもしれませんけれども、関連していることに関しては、少し調整をするというか、関

連をしっかり考えて評価を何らかする必要があるんじゃないかなというふうに思います。

多分他にもいろんな関連するところがしっかり評価されているかどうかというところがあ

るのかなというふうに感じました。 

 最後、９０ページでございますが、国際的枠組みということで、これ、私はよく知って

いるんですが、２９年度の取り組みに、２ポツのところに、ＩＭＯの海洋環境保護委員会

で、議長に初めて日本人が選出された。これもすばらしい成果だと思うんですよね。実は

取り組みのところに書いてあるので、ここはやっぱり評価のところに、こういうことが起

こったのは、それまでの取り組みがよかったからこういうことができたんだという形で取

り上げてほしいということと、先ほど教育とか人材育成とかという話も出ましたけれども、

多分国交省さんとしては、国際的に活躍するこういう人を育てるということが非常に重要

だと思いますので、ぜひ成果のところで何らか評価していただきたいなと思います。以上

です。 

【原田部会長】  辻本さん、お願いします。 

【辻本委員】  ありがとうございます。４６ページに「Ｄ」、「Ｄ」、「Ｄ」と「Ｄ」が並

んでおりますのでちょっと気になったところです。一番上を見ると、温暖化対策・適応策

のところ。これはなかなか難しいのでＤがついているのかなと思ったら、裏のページを見
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ると「Ａ」、「Ａ」、「Ａ」になっていて、どうなのかなと思って見ますと、１ページ目の初

めのほうは、いわゆる大きな豪雨に対するハザードマップをつくれというのが、市町村が

なかなかつくれていない。それから、後ろのほうは、高潮に対して、もう一つ下ですね、

次の４８ページには、フェーズごとの計画を立てるというふうなことが書いてあるんです

ね。これ、やれば１００％、やらなければ０％になるだけの話で、実はＬ２といいます大

規模な豪雨に対するハザードマップは、国のほうはもう１００％近くできて、協議会もで

きている。それを使って一体どんなふうにやっていくのかというところまで、段階的にや

っぱりステップを考えて達成目標を考えなければいけないのに、ある１つの仕事ができれ

ば１００％になり、できなければ０％というのはなかなか理解に苦しむ。単純過ぎてこれ

ではいけないんじゃないかなという気がいたします。 

 こういうものはやっぱり積み重ねて、まずそういうマップなり、ハザードマップなり、

タイムラインをつくって、それから、それを実施して、繰り返してみて、そして力をつけ

ていくということになるべきだというふうに思います。 

 何かといいますと、やっぱりこれ、一つ一つの施策を進めていくためには、アウトプッ

ト指標といいますかね、どこまでやれば点数をあげますよというもので管理していくとい

うことは非常に大事なことで、全体的な流れもよく見えるし、非常にいい方法であったか

もしれないんですが、やっぱりアウトカムというか、全体のアウトカムはパリ協定云々と

いうふうになっているんですね。いわゆる低炭素社会にどうやって近づいていったのかと

いうことが、それぞれのアウトプットからほんとうにきっちりその時点、その時点で評価

できるのかというところを、いつもいつも振り返って考えてみるということが大事かと思

います。 

 そのときに、低炭素社会達成のためにどれだけＣＯ２は削減できるかというアウトカム

に、それぞれのアウトプットがどれだけ貢献したかというようなことは、やっぱり各段階、

各段階で常に考えておかなきゃいけないこと。それから、先ほどの問題でも、０％か１０

０％、１００％やったとしても、そのアウトプットだけではほとんどアウトカムに貢献で

きないこともある。もう一つ上の、先ほどの話で言いますと、ハザードマップつくって、

その後訓練をして、実働体制ができるまで仕上げて、やっと温暖化対策のうちの何％かの

貢献になるはずのものなのに、ハザードマップだけで１００％にしてしまう、しないとい

うふうなところはなかなか理解に苦しむなという気がしました。 

 低炭素の話がアウトカムかといったら、こうなると温暖化適応策というのは入らないん
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ですね。低炭素には何の役にも立たない。低炭素がどうせ進まないのなら、一方では、い

わゆる適応策も進めておかなければいけない。これを同じ目標の中の柱の「３」にすると

いうのは、ちょっとそぐわないところがあるなという気がしますね。ところが、パリ協定

のアウトカムは、必ずしも低炭素だけではなくて、低炭素が迫り来る中で、温暖化対応も

含めた意味でのアウトカムを日本はやっぱりしっかりつくってほしい。その目標に対して

低炭素を進めることのアウトプットの積み重ねによるアウトカムと、いわゆる適応策をと

ることによる、そういう温暖化も進むことに対して、全体のアウトカムに対するそれぞれ

のアウトプットの貢献、こういったところも、こういう振り返り、振り返りの中でぜひ作

業を進めていってほしいということを切に思いました。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。塩路委員、お願いします。 

【塩路委員】  ありがとうございます。ものすごくたくさんの取り組みというのか、網

羅的な取り組みと膨大なデータの一部をご紹介いただいたんだというふうに認識していま

すけれども、それで説明はいただいているんですけれども、いろいろわからないところだ

らけなんですが、ちょっと時間もありますので取りまとめて言いますと、今、５ページの

議論がよくありますけれども、これがひとり歩きするような気がするんですね、まとめて

しまうと。 

 ちょっとここの中でピックアップしてものすごく取り組む施策によって復旧が進んだと

か、改善が進んだとかというものを見る、アピールいただく。逆にいろいろな課題があっ

て、なかなか思ったようにならないというものとか、そういうちょっと外れたようなもの

というのも、ちょっと強調していただくとわかるかなと思うんですけれども。ただ、全体

を見るというのはちょっと至難の業だと思うので、どうあらわしていいかちょっとまだ私

もよくわかりませんけれども、なるべくわかりやすくやってほしいなと思います、確かに。 

 今、途中でほかの委員もご指摘のあったような、例えば１９ページの車両の保有台数で

あるとか、大きな車両の保有台数だとかトレーラーの保有台数、このグラフ、ちょっとや

り方を変えられたほうがいいんじゃないかなと思うんですけどね。全体がものすごく大き

くて差が少ないので、変化のところだけを取り出してわかるようにしていただいたほうが

わかりやすいんですけれども、例えば、一例ですけれども、これが上のＣＯ２削減にどう

いうふうに関係しているのかというのは、やっぱり見えにくいと思いました。だから、ほ

かのところもそうなんですけれども、示していただいたグラフが最終的な目標、これは地

球温暖化対策ですからＣＯ２削減だと思いますけれども、そこにどういうふうに寄与して
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いる、効いてきているのかというのがわかるような、なるべく工夫がいただければ、その

部分だけでも理解できるかなというふうに思いました。 

 ちょっと国交省として、どういうふうに何を取り組まれるかということがまだあまり認

識できませんけれども、ちょっと二、三質問と指摘したいのは、先ほどどなたかの委員も

言われましたように、社会の醸成というのはものすごく今、変化してきています。特に私

の一番関係している自動車の部分などは、ご承知のようにＥＶシフトであったり、あるい

は自動運転であったり、あるいはカーシェアリング、シェアリングであったり、ＩｏＴを

いかにうまく使っていくかという、そういういろいろな流れ、今ちょうど過渡期にあるわ

けですけれども、社会がものすごく変動している中で、やっぱり目標自体も少し見ていく

必要がある、変えていく、検討、考えていく必要があるんじゃないかなと思いまして、ち

ょっとそれがどういうふうに反映できているのかなと。今言いましたのは、経産省の範疇

にも結構踏み込んでいるので、国交省として、例えばインフラ系ですよね。そこのところ

に何かできるようなことがいろいろあるんじゃないかなと思っていて。 

 このＩｏＴというのかインターネット、ちょっと全部見切れてませんけれども、最後の

ところにビッグデータの話が載っていましたけれども、それ以外にもインフラを整えてい

く、あるいはセキュリティーを確保しつつ、そういうインターネット環境を整えていく、

情報の高速化をする、そのような取り組みというのもやっぱり必要なんじゃないかなと思

っていまして、もし何かどこかにそういうことも書いてあったら教えていただきたいなと

思うんですけれども。 

 もう一つ最後にですけれども、エネルギーですけれども、特に水素を今回挙げられてい

ましたけれども、水素はご承知だと思いますけれども、グローバル水素とローカル水素と

いう考え方があって、ローカル水素はPower to Gasに代表されるような、再生可能エネル

ギーの変動をうまくそこで吸収していくという、そういう思想なんですけれども。 

 それともう一つは、先ほどご紹介のあったオーストラリアの褐炭であるとか、カナダの

電力であるとか、そういうのを何からの形で、水素の形でこっち側に持ってくるという、

そういうグローバル水素という考え方があります。それはどちらも一体で進める必要があ

るんですけれども、国交省として、それがどこにどう関係されているのかなと。私の関係

しているところは、どちらかというとＮＥＤＯとかＪＳＴとか、そういうちょっと経産省

寄りのところが多いんですけれども、国交省としてちょっと曖昧な書き方になっているな

という気がして。国交省のかかわりというものを、もう少し明確にしてほしいなと思いま
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した。 

 もう１点同じことで、バイオマスですね。下水道のバイオマスだけが、もっとどこかに

書かれているのかもしれませんけれども、紹介されているのがそれだけだったんですけれ

ども、一番量の多い木質バイオマス、これはもちろん農水省とか環境省とか経産省もある

かな、一部。そういうようなところとの連携が非常に大事だと思うんですけれども、木質

バイオマスの一番の本質は、やっぱり国土保全にあると思っているんですよね。だから、

国土保全というのはまさに国交省さんのテリトリーだと思いますので、何か木質のバイオ

マスに対する取り組みというのがあれば教えてほしいなと思いました。以上です。 

【原田部会長】  じゃ、一度ここで切ります。 

【佐竹環境政策課長】  先生方、ありがとうございました。幾つかの意見をいただきま

して、答えさせていただきます。 

 まず木場先生のほうから、一般の方向けに対しては、こういうふうな会議ですが、浸透

度についてもいろいろ評価していくということについては、今後の課題という形にさせて

いただければと思います。 

 また、高木先生のほうからも、洋上風力について、他省庁との連携も含めてお話があり

ました。その部分ですけれども、先ほどの水素の話も含めてちょっと申し上げますと、特

に再エネの関係というのは、例えば洋上風力にしても、国交省の所管の部分が、どちらか

というと環境整備的なところの部分が多いということになります。塩路委員からもありま

したが、水素についても環境整備ということで、船の液体水素を運ぶところとか、ＦＣＶ

ついての安全の評価というところになってきますので、再エネの部分がダイレクトにかか

わってくるところではないということについてはご理解いただければと思います。 

 再エネの関係でいいますと、またバイオマスのお話もございましたが、木質バイオマス

については直接、バイオマス系について、原材料としてあり得るのが大どころは国交省の

部分については下水汚泥になりますので、そういったことになると思います。 

 あと、ほかの先生方からも、塩路先生ですとか辻本先生ですとか、要は個別の評価とほ

かの評価とのリンクをもうちょっときちんと考えていかないといけないというご指摘がご

ざいました。全くそのとおりでございまして、どうしても各局それぞれの担当での評価と

いうのをそのまま載せていくというところがあるので、次のステップのところは、そうい

った横のところを、もうちょっと私ども見ないといけないんですが、もうちょっときめ細

かく文章になりそういうところはチェックしていく必要があるのかなというふうなことで
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ございます。 

 また、個別の評価指標が、最終的なアウトカムに対してどれだけ寄与があるのかという

ご議論もございましたが、ここの部分についてはなかなか悩ましいところだとは思います。

ただ、アウトプット自身のこういった評価をするという命題をいただきまして、いろいろ

データを積み重ねていきながら、よりいい形のアウトプット指標をつくっていくというこ

とをせざるを得ないということだとは思いますので、引き続きの課題とさせていただけれ

ばと思います。以上です。 

【原田部会長】  では、住野委員、お願いします。 

【住野委員】  ありがとうございます。交通運輸で従事する立場として、１点だけお聞

きしたいと思います。９ページですけれども、低炭素都市づくりの推進ということで、集

約に頑張った都市構造の実現ということで、立地計画については着実に計画ができるとい

うことで「Ａ」評価なわけですが、総合交通戦略という面では評価に値しないという「Ｄ」

で、評価のところに前年度より着実に実施が延びており、対策効果は着実に上がっている

ものと評価できると。ここから下なんですが、「なお公共交通の利便性の高いエリアの居住

は、施策実施後すぐに効果として発現するものではない」という、これは「公共交通の利

便性の高い」なんでしょうか。高かったら、その効果がどんどんすぐに出てくるんじゃな

いかなという、ちょっと私の捉え方がどうなのかということなんですが。 

 それと、対策と施策の追加・強化というところには、予算の内訳しか実は書かれてませ

ん。何が言いたいかというと、この地域の総合交通、特に公共交通となるのは、バスが軸

になっているわけでありまして、この事業者の自主的な取り組みの進捗状況のところも、

バス効果のところについては、むしろ悪くなっているというようなプラスが増えてきてお

りまして、実際にはどういうことが問題で、どういう対策を立てていいかということがな

かなか９ページでは見えてこないんですね。 

 １６ページの公共交通利用促進については、いろいろな啓蒙であったり、補助事業であ

ったり、税制を優遇することによって利用促進が加速するんだと。ここはわかるんですが、

なぜこのところが進まないのか。事業者の取り組み状況を聞いて、どういうヒアリングで、

どういう意見があったのかということが全く対策として書かれてないのですから、これを

どういう形で今後進めていけばいいのか。例えば、事業者の自主的努力が少ないのか、そ

れとも地域の理解と、それに対する支援がまだまだ進んでいないのかということがわかれ

ば。僕はこれが一丁目一番地だと思っていまして、地域で低炭素づくりということで、ハ
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コモノだけ、計画ばかりが進んでおりますが、実際に交通戦略というものをどう進めてい

くかという視点では、少し対策のところについて、具体的にわかりやすいように表現して

いかないと、進んでいかないのではないかと思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと

思います。 

【原田部会長】  加藤委員。 

【加藤委員】  ありがとうございます。名古屋大学環境学研究科の加藤です。気づいた

大きいところだけ言いたいんですが、先ほどもそういう意見がありましたが、「Ｄ」という

のはできる限りやめられないのかなと思ったんです。８ページに低炭素都市づくりの推進

がありますが、これ、「Ｄ」になっていますが、もとの計画を見れば、３２年度が１５０市

町村という計画が明確にある状況ですが、今、２４で、今年度が１ということですから、

単純に考えたら全く達成できるはずがないということですが、評価はいろいろ書いてある

んですが、「Ｄ」ということで先送りにしている。長期的に変わっていくものこそ大胆に評

価しなきゃいけないわけで、長期的なのでわからないので「Ｄ」となっていたら、先送り

して、結局後になってもうやりようがないということになっているわけで、やっぱりこう

いうのはやめるべきじゃないのかなと思います。 

 評価なので、どうせ、というか、それ以前に点検って何なのかという言葉の意味が、す

みません、基本的なことがわからなかったので辞書で調べますと、「悪い箇所や異常がない

か一つ一つ検査すること」ということで、それは１００ページやっておられましてすごい

なということなんですが、当然何で点検するかというと、何が悪いのかを見つけ出して、

じゃあどうしたらよくできるか。多分そうだと思うんですが、実は中を見ると、例えば「Ｃ」

評価はよくないということですが、１８ページの港湾のものなんかＣですが、じゃあ対策・

施策の追加・強化というのを見ると、今後も引き続き実施するということで、追加にも強

化にもなっていないということですが、実はＣを見ると、住宅のところもそうですが、引

き続きというのが多くて、引き続きじゃだめじゃないのと。Ｃだったら、引き続きじゃな

くて徹底してやらなきゃいけないと。むしろ逆に「Ａ」のほうが、いろいろこれからこん

なこともあんなこともやるとなっていまして、今のこの点検だと、悪いところは加速しな

きゃいけないのに引き続きになっていて、いいところはもっといろいろやるよとなってい

て、これ、点検になっているのかという。 

 ああ、点検はしてますね。点検はしているんですが、点検の後の、それを生かして施策

をどういうふうに変えていくかというのにきちんと反映してないんじゃないのかなと思い



 -28-

ましたが、この会議の目的が点検だけなのであれば、そんなことは言っちゃいけないこと

なのかもしれないので、「おまえら、点検だけしておけと、それだけ言うんだったら『Ｄ』

をできる限り減らしてほしいな」と。明らかに「Ｄ」じゃなくて「Ａ」とか「Ｃ」になる

ものがあるはずだし、評価なので、別に国土交通省としては、これは客観的な指標として

はちょっと明確じゃないけど、このままいったらまずいから「Ｃ」だよとか、これはいい

感じでいっているから「Ａ」だよとしていけばいいわけで、ぜひそういうふうにしていた

だきたい。そうやっていると、８ページは「Ｃ」じゃないのかなと思っています。 

 もう１点ですけど、住野さんからも出ましたが、公共交通利用促進。１６ページですが、

実際、日本全国でやられている公共交通をどうしようかということに対して、これだけし

かなくて、対策の追加・強化というのは、税制優遇、補助事業、普及啓発などというと、

何か腰が抜けるというか。皆さん頑張ってやっていること、もちろんそれがＣＯ２削減に

直接影響するとかどうかというのは、特に田舎の場合はそうでもないと思うのでいいんで

すが、例えばＬＲＴ、ＢＲＴをどうだとか、そういったことを考えたときに、これ、１つ

もこの中に出てこない。 

 そういうことをきちんと評価してやっていかなきゃいけないわけで、これも例えば、公

共交通利用促進のところがこれだけしか書いてなくて、あまり直接ＣＯ２削減だとか環境

改善につながるようなこととは遠いといったらちょっと語弊がありますが、かなりプリミ

ティブなところのやつが「Ａ」評価で、これからもやっていくみたいなことが書いてある

と、当然これ、本来はそれぞれの項目に、ここはすごく大事だよとか、ここはやらなきゃ

いけないけど小さいことだよという、項目の影響の大小もあるわけで、特に大事なところ

はきちんとやっていかなきゃいけないと思うんですが、一応公共交通利用促進は、まとめ

の６ページを見ると、公共交通利用促進は進んだというようにあるんですが、本当に進ん

でいて、本当に施策ができているかという、実際の１６ページを見ると大して書いてない

ので、私なんかから見ると、あまり重視していないように見えるんですが、そうでもない

んじゃないのかなということを思います。 

 そういうことは国際的にどうかとか、本当に目指すべきところに対してどうかというこ

とから対象して考えれば、自ずからわかることだと思うので。本当は点検というのはそう

いうものだと思いますので、ぜひそういう形で、新しい、悪いところをよくできることが

どこにあって何なのかということが、より明確になるように、もう１回見直していただけ

るといいかなと思っています。以上でございます。 



 -29-

【原田部会長】  清水委員、お願いします。 

【清水委員】専門が河川工学なので、４６ページから開いていただいて、適応策を数値化

しようというのは大変なことで、水害に対する適応策の数値化がこうやって出してくる、

これはとてもすばらしいことだと、努力していると思います。ただ、辻本委員とも少し被

りますけれども、やはり数値化したところで、この数値の意味合いが説明不足だと、どう

も陳腐化に見えてしまうのでお話しさせて頂きます。最初の上の図の一番左、河川整備計

画の進捗率、これが２０１４年から２０２０年にかけて何とか６％ぐらいまで持ってこよ

うという、こういうときの数字の意味合いは、専門の私でもわからないところがあります。

というのは、これが直轄河川だけでやろうとしているのか、都道府県管理河川も人口集中

しているところまで入れると、このような数値しか目標設定できないのか、その辺の目標

設定の根拠はしっかり書いてほしいと思います。 

 それから、こういう設定をしたら、２０１４年から２０年まで、どうやって７６％に直

線で近づけていくのか、どんなふうに近づけていくのか。隣の図のようにはじめはゼロで、

最終的に２０年に１００になればいいというわけではなくて、その中に水害も起こるわけ

ですから、その中でどのような割合で進捗させていくかという考え方が、やはり示された

方が良いと思いました。 

 また、「Ｄ」の真ん中や右側の図、横軸に、「訓練を実施した市町村の割合」という書き

方は、とても陳腐な書き方に見えてしまいます。ここの「訓練を実施する」ということは、

さまざまな対策のフレームが整った中の最終段階の位置づけとして書いてあるはずです。

ですから、もう少し書き方を、中身の見えるように、ただ訓練をしただけの市町村の割合

なんていうのではなくて、そういう適切な表現に合わせてもらうのが良いと思います。そ

れから、最終形ではなくて、例えば今、浸水想定が公表された段階では何％で、その中で

さらに段階が進んできたのは何％、これは辻本委員とも被りますけれども、０から１００

に表現するだけではなくて、もっと段階を踏んだ評価の仕方で着実に進んでいるというと

ころを示してほしいと思います。これが４６ページです。 

 もう１点、次のページの土砂災害対策も数値化する、これも大変な問題だと思います。

４７ページ。これも端的に言うと、いずれの図も、２０１４年、１５年、１６年大体やっ

てみて、特に真ん中、右は、２０年は直線で結んだら大体このぐらいの目標値だというぐ

らいしか読めないですね。全体に対してこの目標値を設定するのがどんな意味合いがある

のか、その辺をやはり説明して数値化したら、ここのところでより次の段階では明確にし
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てもらうと、適応策も増えていく。 

 簡単にあと１つだけですけれども、５３ページ、今度水環境の一例ですけれども、ダム

の弾力的管理というのがございまして、どんなことが書いてあるかというと、平成２８年

度の実績として、２１ダムで取り組んで１９できたという書き方。これはその年はやった

のだけれども、その目標設定に対してどれだけ実績があるかという書き方にはなっていな

いです。やはりダム下流の河川環境を見ながら、国交省として水局として、どれだけのダ

ムの下流環境を改善すべきかというのが分母にあって、その中でどれだけができたという、

それが分子、目標値との関係を明確にしてほしいと思いました。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。だんだんと時間がなくなってきたので、ま

ず意見を全部述べていただいて、あと時間があれば総括で少し答えていただくというふう

にしたいと思います。 

 大久保委員、お願いします。 

【大久保委員】  短く４点申し上げます。第１点目は、評価の指標のあり方ですけれど

も、辻本委員、あるいは加藤委員等々からご指摘がありましたように、今の評価指標の達

成度だけではアウトカムが見えてこないということに関しましては、現在の行動計画の１

０ページに、適切な指標の開発に取り組むというふうにあります。２０年度が経過期間で

すので、ちょうど中間が過ぎたところでございますので、具体的にどのように開発に取り

組むのかということにつきまして、ワーキンググループをつくれとまでは言いませんけれ

ども、ざくっとした形で、これは役に立たない指標とか、あるいはこれは見直したほうが

いい指標とか、そういうざくっとしたものでいいと思うんですけれども、これを具体的に

どうするのかというあたりをぜひ次年度、検討をお願いしたいというふうに思います。そ

れが第１点。 

 第２点目は、定量がない部分につきましては、基本的に施策は着実に進んでいるという

ふうな表現が多いわけですけれども、これに関しましては、同じく１０ページで、フォロ

ーアップのところに分野横断的な取り組みについては、特定の分野における優れた取り組

みを他の分野にも応用できないか等に留意して点検を行うというふうにあります。これは

要するに、ベストプラクティスを共有して、これを活用していくということだと思います

けれども、これはほかの部分の定性のものについても言えまして、例えば生物多様性につ

いて言いますと、淀川ではイタセンパラが戻ってきているとか、そういう極めて特徴的な

取り組みもありますので、この点検をするに当たりまして、自治体といいますか、地方レ
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ベルでの大変特徴的な取り組みというものをみんなで把握して共有できるようなことに配

慮した定性的な書き方をすると、もう少し中身が見えてくるかなというのが２点目。 

 それから３点目は、同じく生物多様性に関しまして、６５ページのところで、生物調査

の手法を考えていますというのがあって、これは大変重要なことで、各自治体お金がない、

あるいは市民を活用するといってもどう活用したらいいのかわからないということで、極

めて重要な取り組みだと思うんですけれども、その前のこの本計画の前に平成２５年度に

つくられました、生物多様性指標の活用というものをきちんとつくっておられて、これも

大変重要な取り組みで、目のつけどころはすごくいいと思うんですけれども、この２５年

度につくった文書ですら、残念ながら各自治体レベルでは担当者は知らないというような

こともありまして、とてもいいもので、こういうものがありますよというと、あ、こうい

うのがあるんですか、そうするとイメージ湧きますというお話も、結構自治体レベルでは

いただきますので、こういうものはきちんと自治体に普及されるような形が望ましいと思

われます。 

 最後ですけれども、先ほどトレードオフのものがあるというお話をされた委員もおられ

ましたし、それから事務局からは、アセスなどを活用してというお話がありましたけれど

も、このトレードオフがあるものに関しましては、個別の施策に分けてしまうとなかなか

見えてこないんですけれども、ベーシックに極めて重要なところで、それぞれのプラスの

施策を打っているつもりがマイナスであるということになりますので、マイナスをできる

だけ減らせるように負荷を低減していくという意味では、それぞれの部局の担当者が点検

をするに当たって、これは大変いい取り組みであったんだけれども、環境負荷の低減とい

うことからいうと負のインパクトがこういう部分で出ているというようなことを意識して

書く、あるいはどこか、ここに出すものにまでするかどうかは別といたしまして、何かチ

ェック項目としてこういう負荷があり得るということができるようなことがあっていいの

ではないか。 

 これを全部まとめますと、５ページの後の６ページに、実は総括というのが載っていま

して、数字だけではなくて、柱ごとの総括を一生懸命書いていただいているんですけれど

も、これが何とかが進んだ、何とかが進んだとなっているので、もう少し具体的に、みん

などれにも配慮してあげましょうという書き方ではなくて、とりわけ今年度進んだのはど

の部分で、だけれども、こういう点にまだ課題があるという、課題と極めて特徴的に進ん

だ点を、必ず２つ併記していただくということなどをしていただくといいのではないかと
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思います。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございます。高村委員。 

【高村委員】  ３点申し上げたいと思うんですが、対策項目ごとの評価のところで、十

分でないという意見が、それは私も同じような感覚を持っているんですが、若干事務局に

同情を感じるのは、特に低炭素部分は地球温暖化対策本部とかでこういう形の評価をされ

ているので、おそらく政府全体としての、少なくとも温暖化対策のところですけれども、

そこの評価の課題というのがあるんだろうというふうに思っております。それは前提とし

てでありますけれども。 

 ３点と言いましたが、１点目でありますが、これは何人かの委員がご指摘になった点で

もあるんですけれども、対策項目の評価をするんだけれども、全体としての目指すべきと

ころに向かっているかどうかということの評価が、これだけでは難しいというご指摘では

ないかと思います。合成の誤謬のような話だと思うんですけれども、それぞれの項目は進

捗しているけれども、実は削減してませんというような事態が起きているのではないかと

いうことかと思います。 

 １つ、特に低炭素のところは、一定の定量化が可能な分野、なじみやすいと思いますの

で、ほかのところも上位目標との関係で、そういう項目が立てられるのかもしれませんが、

例えば温暖化対策、低炭素分野のところでいけば、排出動向をやはり資料として、次年度

以降出していただくのがよいのではないかと。それは石田委員もご指摘になった点ですけ

れども、経産省、環境省の合同部会でも出てないので、これはさっき言いました、政府全

体の評価のところに、１つやはり問題があるんだと私は思いますけれども。 

 例えば、運輸の部門って、２００５年比でも１３年比でも下がっていて、そういう意味

では、個別の対策の進捗の評価はありますけれども、運輸部門全体として減っているとい

うのをどういうふうに見るかという、逆に言うとそういう評価も必要になってくるんだろ

うと思います。その意味で、特に低炭素の資料のところはイメージが湧きやすいからです

けれども、排出動向については、次回以降出していただいたほうがいいのではないかと思

います。 

 ２つ目は、これも多くの先生おっしゃいました、やはり世の中非常に大きく動いていて、

新たな課題とか施策とか必要な指標というのを、どういうふうに反映させていくのかとい

うご指摘だったと思います。おそらく事務局としても、ころころ変えると進捗がわからな

いというジレンマもお持ちだと思うのですけれども、これは大久保委員等々具体的なご提
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案もありましたが、少し次回に向けてご検討いただけるとよいのではないかと思います。 

 例えば、幾つか例を出すと、自動車の分野でいくと、「Ｄ」がついているところもありま

すけれども、１つはやはり必要な施策として、昨年の１年間見るだけで、主要国はゼロエ

ミッションモビリティーに向かうというのは、かなり明確な期限をつけた政策方針を出し

ていると思います。例えば、そうした政策の方向性をきちんと出すといったようなことも、

ひょっとしたら中に必要な施策として追加をできる可能性がないか。 

 それからもう一つ、これも事務局からご説明ありましたが、３５あたりのところですが、

一般海域での洋上風力も、これも非常に重要な施策を今回打っていただいていると思って

いて、今の対策項目だと評価に入ってこないので、そういう意味での追加的な項目という

のがあり得るという１つの例として、これ、次年度に向けてご検討いただきたいと思いま

す。 

 最後は大久保委員がおっしゃいました、先進例の横展開を、点検と別にといいましょう

か、点検の中で明らかになった課題と先進例を共有する取り組みを、ぜひ進めていただき

たいと思います。特に住宅の取り組みがあまり進んでいないと、今回の評価で出ています

が、他方で、ＺＥＢ・ＺＥＨの取り組みは個々のビジネスのところではかなり取り組んで

いらっしゃるのも確かで、そういう意味では先進例をきちんと広げていくということ、今

もやってくださっていると思いますけれども、意識的にそれをやっていくというのが、追

加的な施策としては非常にやりやすいところではないかと思います。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。横張委員、お願いします。 

【横張委員】  すみません、ちょっと早目に抜けなきゃいけないので、言い逃げになっ

てしまうかもしれませんけれども、ご容赦いただければと思います。 

 ２ページを拝見いたしますと、既にいろいろな委員がご指摘いただいている点ではあり

ますけれども、分野横断というところについて、一言だけコメントをさせていただきたい

と思います。ある指標の評価をインプルーブすることが、他の指標を下げちゃうというト

レードオフ、これもあるでしょうし、また逆に、１つの施策がさまざまな指標を同時にイ

ンプルーブするというようなＷｉｎ・Ｗｉｎ、さらには１足す１が３になるというような

関係性も、またあるんだろうと。そういったことに着目しますと、これは既にやられてい

るのかもしれませんけれども、施策をむしろ軸に、分野横断的にそうした施策の評価とい

うのを横に見ていってみると。それの総合として、その施策というのがどれだけの意味を

持っているかとか、あるいはその施策が、こうしたプラス・マイナス、どういうことを生
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じさせているのかといった形での評価というのも、あってしかるべきなんじゃないかなと

いうふうに、この２ページを拝見しながら思いました。 

 これを拝見しますと、私の専門ではございませんが、下水道整備というのは、分野１、

２、３にまたがるといったような面があるようでございますので、こうした施策とか、あ

るいは私の専門に近いところですと緑の保全、これもこの分野１、２、３いずれにもまた

がるような、そうした側面を持っているわけでございまして、そうした分野横断的な施策

に関しましては、施策を中心にして、それがここに挙げたさまざまな指標に対してどうい

うプラス・マイナスをもたらすかといったあたりを検討していただくというのもよいので

はないか。それがまさに分野横断ということになるのではないかなと思いながら、この表

を拝見した次第でございます。すみません、ちょうど出なきゃいけない時間になりました

ので、これで失礼させていただきたいと思いますが、ご検討いただければと思います。 

【原田部会長】  ありがとうございました。鷲谷委員、お願いします。 

【鷲谷委員】  既に何人かの委員の方から関連するご発言があったようにも思うんです

けれども、点検の技術的なあり方に関して、少し発言させていただきたいと思います。分

野、もしくは柱とされている、大きくくくられた目標、もしくは戦略計画といってもいい

ようなものに対する貢献度から見て、非常に大きく差のある、異なる施策、項目が同等に

扱われて、それぞれに評点が与えられているということに、自然科学の分野に身を置く者

としては、やや違和感を覚えます。 

 例えば、一番私の専門に近いんですけれども、柱４の記述の中のごく一部を見ても、個

別湖沼の地形調査を行ったので「Ａ」というものもありますし、基本計画を策定した地方

自治体の割合が増えたので「Ａ」とか、打ち水の行事が実践されたので「Ａ」というのも

あれば、先ほどちょっと話題になりましたが、湿地再生の実績、割合で「Ａ」というのも

ありますし、指標とか先進事例の調査をしたので「Ａ」というのもあります。かなり異質

で、目標との距離とか効果が随分違うものが同列でいいのかどうかというのは、ちょっと

疑問を感じました。 

 行政における点検というのは、もしかするとそういうものかもしれないんですけれども、

多くの国民は、大きな目標の実現を願っているので、その感覚に近づくような点検だとい

いのではないかと思うんですね。それでそれぞれの計画とか項目の位置づけがはっきりす

るような形で点検の文章が書かれていれば、より丁寧な説明になるのではないかと思いま

す。その施策が大きな目標の実現において、どのようなプロセスのどの段階を担っている
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ものであるかということを、わかりやすく説明してあるといいと思いました。 

 それから、指標に関して、国民目線のものに近づけるという努力も必要な気がします。

自然との共生、生物多様性に関して、指標種をレファレンスとして取り上げるとあるんで

すけれども、自然との共生ですから、質の高い自然とのふれあい活動のようなもの、数を

出すのはそんなに難しくないと思うんですけれども、人間の側からの指標というのもわか

りやすくて適切なのではないかというふうに感じました。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。十分に答える時間は特にはないんですが、

もし何か全体的なことであれば。 

【佐竹環境政策課長】  貴重なご意見ありがとうございました。なかなかできること、

できないことがあるのですが、ただ、いただいたご意見はごもっともなところでございま

すので、可能な限り、次の点検の際に、多分いろいろなところをきめ細かく表現振りを気

をつけていくということもあると思いますので、対応していきたいと考えております。あ

りがとうございました。 

【原田部会長】  いろいろと貴重な意見をいただいているので、それをまた議事録等で

起こして整理すると思うんですが、その上でどういうふうにということを整理するという

ことですね。 

 それでは、最後に議題３がもう一つありますので、エネルギーの使用の合理化等に関す

る法律の一部を改正する法律案について、説明をお願いします。 

【佐竹環境政策課長】   

 資料３になりますが、エネルギー使用の合理化等に関する法律でございます。いわゆる

省エネ法でございます。これはオイルショックのときに制定されたものでございまして、

事業者に対してのいわゆる規制法でございます。どれだけ石油ですとかを使ったのかとい

うのを定期報告させることによって、省エネを進めていくということでございます。 

 今回の改正のポイントでございますが、いわゆる事業者が協働するような取り組みに対

しての分野でございます。具体的には、３の①の絵を見ていただければと思います。資料

１の中にもございましたが、共同輸配送みたいな例というのは、今どんどん進んできてい

るわけでございますが、事業者Ａと事業者Ｂがまとめて運んだ場合に、現行の法律ですと、

個々の事業者がそれぞれ定期報告を国のほうに出すということになりますが、その場合、

事業者Ａの部分については、実運送をしていないので評価されないというふうな形になっ

てしまうということでございます。全体では省エネをやっているのに、評価されないとい
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うことになると適切ではなかろうということで、その効果を事業者で分配するという規定

を置きたいという改正でございます。 

 ２つ目でございますが、エネルギー管理を一体的に行うグループ会社について認定を行

って、親会社でまとめて定期報告することを認めるということです。これは①も②も「で

きる規定」でございますが、こういうことを考えているということでございます。 

 ３番目、荷主さんの関係でございます。いわゆる荷主さんというのは、自分の荷物を他

人に運んでもらうということで荷主さんなわけでございますが、昨今ネット小売業者、非

常に伸びています。その中でも、一部の業者の部分につきましては、消費者が注文した段

階で、実際に輸送を指示するのはネット小売業者なんですが、その段階で消費者のほうに

所有権を移してしまうという契約をしておりますので、そういう契約になってしまいます

と、荷主に該当しないというふうになってしまいます。そうすると、同じネット小売事業

者間でもアンバランスが生じるということもございますので、荷主の定義をしっかり見直

して、そういったネット小売業者にも定期報告ということをしっかり義務づけていただい

て、省エネを促していくことを考えているということでございます。 

 これにつきましては、既に国会のほうに提出をさせていただいておりますが、今後夏ご

ろ、施行に向けまして、いわゆる省令ですとか告示ですとか、特に輸送事業者についての

判断基準告示という目標みたいなものがございまして、それにつきましては、交通政策審

議会の環境部会のほうでご議論をいただきたいと考えております。特に交通のほうがメー

ンになるものですから、先生方におかれましては、引き続き夏ぐらいにもまた、より詳し

いご議論をお願いできればと思っております。以上です。 

【原田部会長】  ありがとうございました。また議論するということですが、特にござ

いますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 そうしましたら、大分人数が減りましたけれども、皆さん忙しい中、頑張って出てきて

ご意見を言ってくれたということで、大変に感謝したいと思います。 

 本日の議事は以上です。それでは、進行を事務局にお返しします。 

【横井交通環境・エネルギー対策企画官】  本日は、時間が限られている中、多くのご

意見をいただきありがとうございました。 

 次回の開催につきましては、改めてご連絡させていただきます。 

 それでは、これをもちまして閉会とさせていただきます。どうもありがとうございまし

た。 
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 なお、席上に環境行動計画の冊子が置いてございますが、そちらは机上に置いたままお

帰りいただきますよう、お願いいたします。ありがとうございます。 

 

―― 了 ―― 

 


